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一般会計当初予算額について、初めて 1,000 億円を超えた昭和 49 年度からの推移を見ると、ピークとな

る平成９年度までは右肩上がりに拡大しました。しかし、その後景気の低迷等により税収が伸び悩み、厳しい

財政状況に直面したことから、平成10 年度から本格的な財政構造改革の取り組みに着手しました。 

平成15 年度以降は、景気の回復や税源移譲の影響もあり税収が増加しましたが、その一方で「三位一体の

改革」による地方交付税の大幅な削減の影響や、平成21 年度に世界同時不況の影響により再び税収がマイナ

スに転じたことから、平成19 年度を除き、平成21 年度まで毎年度マイナス予算を編成してきました。 

平成22 年度および平成23 年度は、国の経済対策に対応した結果、予算規模は増加に転じましたが、平成

24 年度は、国の経済対策関連基金事業が減少したことなどから、前年度を下回ることとなりました。 

平成25 年度以降は、危機管理センターの整備や県立高等学校の再編対策および耐震対策の実施などにより、

毎年度プラス予算を編成し、平成26 年度以降は5,000 億円を上回る予算規模となっています。 

平成29 年度は、国の補正予算に関連する事業がなくなったこと、県税収入の減少による県税都道府県清（精）

算金や県税市町交付金の減、中小企業振興資金貸付金の減などにより、５年ぶりのマイナス予算となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付表 第4 表 財政規模の県民所得に対する比率（財政比重）の推移(平成20 年度～29 年度) → 60 ページ 

（対前年度当初予算比  102 億8,000 万円減 ▲   1.9%） 

（対前年度当初予算比  595 億3,655 万円減 ▲  26.3%） 

（対前年度当初予算比 382 億8,660 万円増 ＋102.5％）

※１ 企業会計は収益的支出および資本的支出の合計を示しています。 

※２ 公営競技事業特別会計を廃止し、平成29 年度からモーターボート競走事業会計（企業会計）を新設しています。 

 

(3) 当初予算の規模等 
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○一般会計当初予算の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会保障関係費や教職員の退職手当などが増加した一方、国の補正予算に関連する事業がなくな

ったこと、県税収入の減少による県税都道府県清（精）算金や県税市町交付金の減、市場金利の低

下や融資残高の減少の影響による中小企業振興資金貸付金の減などにより、５年ぶりのマイナス予

算となっています。         

平29当初予算 5,343億円(対前年度▲1.9%) 
５年ぶりマイナス予算 
４年連続5,000億円台 

 

 

 

 

 

 

 

 平29当初予算 

5,343億円 

平28当初予算 

5,446億円 

▲103 億円 

（▲1.9％） 
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平成29年度当初予算の主な増減要因   
 

○（仮称）彦根総合運動公園整備事業費     ＋  8億円（   3億円 →   11億円） 

○教職員退職手当                      ＋  8億円（ 128億円 →  136億円） 

○介護保険給付費県費負担金               ＋  7億円（ 140億円 →  147億円） 

○警察署移転新築整備               ＋  7億円（    4億円 →   11億円） 

○後期高齢者医療給付費県費負担金        ＋  6億円（ 112億円 →   118億円） 

○国補正関連                     ▲43億円（   皆    減   ） 

○中小企業振興資金貸付金             ▲31億円（ 127億円 →  96億円） 

○県税市町交付金               ▲20億円（ 285億円 →  265億円） 

○公共用地先行取得事業資金貸付金       ▲18億円（  89億円 →  71億円） 

○県税都道府県清（精）算金          ▲16億円（ 202億円 →  186億円） 

○県立学校耐震対策費             ▲  8億円（  21億円 →  13億円） 

○学習船建造事業費              ▲  7億円（  19億円 →  12億円） 

○基金（積立金） 

国民健康保険財政安定化基金         ＋10億円（   ４億円 →  14億円） 

地域医療介護総合確保基金            ▲16億円（  29億円 →  13億円） 

（年度） 


